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日本のラテンアメリカ研究を振り返る 
―アメリカ合衆国と中国の学術会合に参加して
宮地　隆廣
研究者としてのキャリアを歩み始めて以来，地
域研究という言葉とは切れない縁がある。 私は
地域文化研究専攻の大学院を修了し，教員として
働き始めた前任校では地域文化学部のアメリカ
コースに所属した。 そこでは，新入生向けに地
域研究の教科書を作る機会を得た［宮地 2013］。 2
年前には，ラテンアメリカ地域研究の講座がある
現在の勤務校に移った。
そして，2016年はこれまで以上に地域研究に
濃密に接する年になった。 半年のあいだに実に
3度も日本のラテンアメリカ研究について話す依
頼を受けたからである。 まず，1月にアジアにお
けるラテンアメリカ研究を調査する目的でメキ
シ コ 科学技術委員会（Consejo Nacional de Ciencia 
y Tecnología）が派遣した2名の研究者からインタ
ビューを受けた［Didou, Ramírez y Miyachi 2016］。
5月には，米国ラテンアメリカ学会（Latin American 
Studies Association）定期大会にて，アジア諸国に
おけるラテンアメリカ研究と行政の関係に関する
パネルに参加した。 そして6月には，中国社会科
学院がアジア諸国に向けてラテンアメリカ研究の
プラットフォームを作る目的で会合を開き，それ
に日本からの唯一の講演者として出席した。
研究者としてのキャリアが短い私には，日本の
ラテンアメリカ研究が歩んだ道を体験として説得
的に語ることができない。 つまり，発表には自分
の印象に基づかない証拠が必要であり，この1年
は本業の研究よりも日本のラテンアメリカ研究の
過去を探る調査に忙殺された感がある。 しかし，
ラテンアメリカ研究に携わってきた人々の系譜を
たどることは，現在の学界やそのなかにいる自分
の立ち位置を明らかにすることになり，非常に興
味深いものであった。 また，海外のラテンアメリ
カ研究の歴史や現状を知ることは，自らの環境を
相対化させて理解する助けにもなった。 以下で
は，米国と中国の会合を紹介し，そこに参加した
経験から得た感想を記す。
1 	 米国ラテンアメリカ学会定期大会
（1）概要
創設50周年を記念する米国ラテンアメリカ学
会2016年定期大会は，ニューヨーク市で5月27
日から30日にかけて開催された。 私が参加した
パネルは，同学会内にあるアジア・ラテンアメリ
カ （Asia and the Americas）セクションの企画で，
タイトルは「アジアにおけるラテンアメリカ研究
の進展：新たなる挑戦と機会」である。 パネル企
画者からは，昨年8月に招待の連絡を受けた時点
で，各国のラテンアメリカ研究の歴史と，学術と
行政の関係について言及するよう伝えられた。
発表予定者は当初5名であったが，コメンテー
ターを含めてキャンセルが相次ぎ，当日までに陣
容が大幅に入れ替わった。 最終的に発表者は4名
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となり，そのうち当初の企画どおりに地域研究の
動向に関係する発表を行ったのは3名であった。
ロシア・サンクトペテルブルグ大学の教授で，ラ
テンアメリカ諸国の共産党に関する研究を多数
発表しているヴィクトル・ジェイフェツ（Viktor 
Jeifets）氏，米国国防省の元情報分析官であり，現
在は同国のシンクタンク「インタ ・ーアメリカン・
ダイアローグ（Inter-American Dialogue）」の中国
＝ラテンアメリカプログラム代表であるマーガ
レット・マイアーズ（Margaret Myres）氏，そして
私である。
（2）日本
最初の発表者は私であった。 タイトルは「何の
ための研究か：日本におけるラテンアメリカ研究
の発展と多様化」である。 ペーパーは米国ラテン
アメリカ学会およびラテンアメリカ協会のウェブ
サイトにて公開されている。 委細はペーパーに
譲り，ここでは研究の特色と結論を述べる。
私が行った調査には，これまでの日本のラテン
アメリカ研究に関する著作にはない3つの特徴が
ある。 第1に，ラテンアメリカに関する研究業績
を残した人の学歴・職歴・研究分野をなるべく多
く集め，その全体的傾向を探った。 対象となっ
た人の数は900名を超えた。 第2に，ラテンアメ
リカ研究にかかわる学術誌の傾向を探った。 研
究者の寄稿回数や用いられている分析方法など，
研究史の方向性を知るうえで有用な情報を提示し
た。 第3に，学界と行政の接点を探るために，現
職あるいは退職された政府関係者や研究者の方々
にお会いし，インタビューを実施した。 発表ま
でに実現できたインタビューは15件で，応じてく
ださった方のなかには学界や行政の重鎮も含まれ
ており，個人的にはそのような方にお会いできた
ことが大変貴重であった。
私の主張はつぎの4点にまとめられる。
① 戦前に大学に入った世代のほとんどは欧米先
進国を専門とし，ラテンアメリカは副次的な研
究対象でしかなかった。 ラテンアメリカを主
たる研究対象とする者はわずかな例外を除き，
官僚であるか，本人が移民であった。 研究内容
は国民や国家の実益に直結する内容である貿易
と移民が大半を占め，代表的研究もまたそうし
た利益を強く意識していた。
② 戦中から冷戦期にかけて大学に入学した世代
では，年代が下るほどラテンアメリカを主たる
対象とする比率が増えていった。 また，非社会
科学分野の研究者層が厚くなった。 日本の経
済成長にともなうラテンアメリカ地域との取引
拡大を見込んで進められた私大のスペイン語・
ポルトガル語学科の新設は，その人材供給に大
きな役割を果たした。 さらに，研究姿勢につい
て言えば，国益重視の立場のほかに，欧米資本
主義国のヘゲモニーに批判的な視点をもつ者が
多数現れた。 こうした政治的立場の違いが明
確に現れる一方で，情報交換の場として，分野
を問わずラテンアメリカを研究する者が集う地
域研究の学会が組織された。
③ ポスト冷戦期の世代の特徴は専門化の一言に
尽きる。 研究発表で示される政治的色彩がこ
れまでに比べると後退し，同時にディシプリン
を横断する研究よりも，ディシプリン内で研究
を精緻にする方向が顕著になった。 こうした
傾向が生じた理由としては，各ディシプリンで
研究の蓄積が進むとともに，ふまえるべき方法
論が定式化してきたこと，海外渡航の増加やイ
ンターネットの普及により情報収集のコストが
下がり，学際的な意見交換をする必要性が相対
的に薄れたことが考えられる。
④ 日本のラテンアメリカ研究は行政に対する独
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立性が高い。 行政では学術が重視する歴史的・
構造的な情報よりも時事的な情報が重視され
ること，日本の対ラテンアメリカ外交の方針は
比較的単純で，研究者への意見照会を求める必
要が少ないことが理由である。 また，政策決
定に直結する分野である経済や国際関係の研
究者が手薄であることも影響している可能性
がある。
（3）ロシア
ジェイフェツ氏の発表「ロシアにおける現代ラ
テンアメリカ研究：学術と政治の間で」には，ロ
シアのラテンアメリカ地域研究に関する興味深い
情報がちりばめられている。 日本の場合と同様，
その進展は国内外の事情に影響を受けている。
研究の分岐点となるのはロシア革命，キューバ革
命，そしてソ連崩壊という3つの事件である。
ロシア革命以前のラテンアメリカに関する情報
は，外交官や旅行家による見聞によるものが中心
であった。 ところが，ロシア革命後にコミンテ
ルンが結成されると，革命の拠点を世界に展開す
る方針が定まり，ラテンアメリカもその対象と
なった。 早くも1919年のコミンテルン結成大会
にて，メキシコに共産党員を派遣することが決定
された。 革命以後に登場したラテンアメリカ地
域の研究者もまた，全員コミンテルンのメンバー
であった。
政治組織から学術組織を分離する動きは1930
年代に本格化し，今日に至る主要な組織が誕生し
たのは第二次世界大戦後のことであった。 モス
クワ大学や外務省付属国際関係センター，人類
学研究所（通称クンストカメラ），ソ連最大の研究
拠点である科学アカデミー内に1953年に創設さ
れたアメリカ近現代史センターがその例である。
そして，1959年成立のキューバ革命政権とソ連
政府の接近に後押しされて，1961年にアカデミー
内にラテンアメリカ研究所が創設された。
政治と学術の組織上の分離は，両者の関係が断
絶されたことを意味しない。 ラテンアメリカ研
究所は事実上，外務省への人材供給基地として機
能した。 さらに，同研究所にはソ連政府がラテン
アメリカ諸国に送り込むスパイや，海外からの亡
命者も所属していた。
専門的な研究機関が整備され，政府も潤沢な予
算を配分したことで，ソ連におけるラテンアメリ
カの存在感は確実に増した。 ラテンアメリカ関
連のロシア語書籍の数は1960年以後爆発的に増
加し，ラテンアメリカがソ連の歴史教科書で取り
上げられるようにもなった。 ただ，学術的観点で
みれば，当時の研究が良質であるとはいい難かっ
た。 研究者はソビエト共産党の監視を受けてお
り，マルクス主義理論を軸とする議論しか発表で
きず，自由な活動を許されなかったからである。
ソ連の崩壊は，その当然の帰結として，これま
での研究体制を一変させた。 ラテンアメリカ研
究所の予算は大幅に削減され，組織は縮小を余儀
なくされた。 その一方で，研究の自由は回復し，
ソ連の外交アーカイブからソ連＝ラテンアメリカ
関係を探るという独自性のある研究が開拓される
など，前向きな変化もあったといえる。
現在，ロシアのラテンアメリカ研究が抱えて
いる課題は少なくない。 まず，長らく内向きで
あった学界を外に開き，国際的な研究ネットワー
クとのつながりを確保する必要がある。 研究す
る国が社会的要請の高いもの（ブラジル，アルゼ
ンチン，メキシコ，ペルー）に偏していることも問
題である。 さらには，スペイン語の人気は学生
のあいだで低く，履修者は大学生全体の1%程度
であり，研究者の供給が将来困難になることも予
想される。
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（4）中国
マイヤーズ氏の発表のタイトルは「ラテンアメ
リカに関する中国学術文献の概観」であった。 中
国政府の研究機関が発表しているジャーナルに収
録された論文や報告書について，何を主題として
いるかが分析された。 同氏からは，この発表を
改稿したものを所属機関のレポートとして刊行す
る予定があり，具体的なデータの開示は控えてほ
しいとの連絡があったため，以下では数値データ
を除いた概要を示すにとどめる。
中国におけるラテンアメリカ研究は政府主導で
育成され，その成果はさまざまな媒体で発表され
ている。 そのなかでも重要なものが中国社会科
学院ラテンアメリカ研究所の発行する『拉丁美洲
研究』である。 中国社会科学院は同国の社会科学
研究を牽引する政府系シンクタンクであり，1979
年よりこの雑誌を発表している。 当然ながら，研
究所の方針は政府および中国共産党の意向を強く
受けている。
初期の『拉丁美洲研究』では，特定分野を深く
掘り下げた論文はみられず，各国の政治・経済・
社会に関する概要がまとめられていた。 時代を
追うごとに，各論考の扱うテーマが絞られるよう
になっていったが，その内容には中国政府の関心
とのつながりがうかがわれる。 米州関係をはじ
めとする国際関係はよく取り上げられるテーマの
ひとつである。 また，中国はラテンアメリカ地域
を経済のパートナーとして重視してきたため，経
済に関する研究ではラテンアメリカ諸国の投資環
境に注目が集まり，農産品や石油など具体的な財
に関連した調査結果が数多く報告されてきた。
最近ではポスト高度成長期に至る将来の中国社
会を考えたいという政府の方針に従い，ラテン
アメリカ諸国の内政に関する研究が増えている。
社会保障政策，持続的開発，あるいは中所得国の
罠に関する研究がその例として挙げられる。 ま
た，人民解放軍の依頼を受けたラテンアメリカ諸
国の内政研究が存在することも確認されている。
最後に，『拉丁美洲研究』が取り扱う国には明ら
かな偏りがある。 具体的にいえば，ひんぱんに
取り上げられる国はブラジル，メキシコ，そして
キューバの3カ国である。 これらに次ぐのがアル
ゼンチンとペルーであり，それ以外の国の研究は
ごくわずかである。
（5）コメント
4名の発表の後に，ジョージタウン大学ウォル
シュ外交大学院の研究員であるゴンサロ・セバス
ティアン・パス（Gonzalo Sebastián Paz）氏が10分
程度でコメントを述べた。 パス氏はアルゼンチ
ン人で，南北アメリカ＝アジア関係の研究に長年
携わってきた。 当初予定されていたコメンテー
ターが欠席したため，急遽登板となったが，その
コメントは簡潔で要領を得たものであった。
同氏の指摘は4つにまとめられる。 第1に，政
治と学術の距離に国ごとの違いがみられる。 日
本は学術の自立性が非常に高いが，ロシアと中
国では明らかに両者が相互依存関係にある。 第2
に，こうした国ごとの差があるにもかかわらず，
戦争や革命など政治的に重要なイベントが地域研
究の原動力になっている点は共通している。 第3
に，地域研究に携わる社会科学者が学術的な純粋
さを維持することは非常に難しい。 この意味で，
研究者もまた政治的であらざるを得ない。 最後
に，各国の学術組織には制度的同型（institutional 
isomorphism）がみられる。 具体的には，アメリ
カ合衆国をモデルにして各国のラテンアメリカ研
究の組織が形成され，今後もそのような傾向は続
くと思われる。 そして，どのように学術組織を
作り上げていくかは，学術の成果を広く伝え，社
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会の要請に学術が応えるアカウンタビリティの問
題にもかかわっていくであろう。
2 	 中国社会科学院会合
（1）概要
上海大学で6月に「ラテンアメリカ研究に関す
る東アジアパートナーの対話」と題する会合が開
催されることを知ったのは，同月上旬に開かれた
日本ラテンアメリカ学会の理事会の席上である。
同学会の別の理事が外務省より出席の依頼を受け
ていたが，参加できないため，代わりの参加者を
探していた。 会合のプログラムを確認したとこ
ろ，米国ラテンアメリカ学会にて私と同じパネル
で発表する予定であった中国社会科学院の楊志敏
氏の名前があった。 この会合自体に関心があっ
たのはもちろんのこと，米国で会えなかった楊氏
と話ができることを期待して，私は参加を決めた。
会合は6月15日と16日の2日間にかけ実施された
が，校務があるため15日のうちに帰国する旨を中
国側に伝えたところ，参加を歓迎するとの回答を
得た。
マイヤーズ氏の発表の紹介で記したとおり，中
国社会科学院は中国政府のシンクタンクである。
中国のシンクタンクには，公安をつかさどる国家
安全部がもつ中国現代国際研究院など省庁付きの
ものが多いが，中国社会科学院はどの省庁からも
独立している。 社会科学院を構成する組織のなか
に国際研究調査部があり，そこに地域研究に特化
した研究所が属している。 対象となる地域はロシ
ア・東欧・中央アジア，ヨーロッパ，中東・アフリカ，
アメリカ合衆国，日本，そしてラテンアメリカで
ある。
招待状によれば，この会合の目的は，日本や中
国を含むアジア諸国とラテンアメリカ諸国が2001
年に発足させた「アジア中南米経済フォーラム
（Forum for East Asia-Latin America Cooperation）」
のもとでつぎの3点を実現することにある。
① 東アジア諸国のラテンアメリカ研究のプラッ
トフォームを構築すること
② ①を通じ，メンバー間の見解や経験を共有すべ
く，共同調査などのかたちで接触を増やすこと
③ ①を通じ，東アジア＝ラテンアメリカ間の学術
的なチャンネルが作られる際に，フォーラムを
構成する政府に対し，その交渉に参加できるよ
うアプローチすること
注目すべき点は③であり，政府間協定のうえで
なされる学術交流に影響力をもつことが企図さ
れている。 このフォーラム上での学術分野にお
いて，中国が主導権をもつことを明らかにしたと
いってよい。
上海での会合は英語と中国語で行われた。 1日
目の午前には開会の宣言，記念写真撮影，そして
最初のセッション「東アジアにおけるラテンアメ
リカ研究組織」が開かれた。 講演者は自分自身や
所属組織，そして国に関する紹介を行った。 私
は「日本におけるラテンアメリカ研究組織の概観」
というタイトルで，日本のラテンアメリカ研究の
業界を教育機関，非教育機関，学会に分けて紹介
した。 午後には第2セッション「東アジアにおけ
る研究調査の現場と地域間協力の視角」が催され
た。 私は「東アジアにおけるラテンアメリカ地域
研究者の学術協力に向けた第一歩」というタイト
ルで，学術的なプラットフォームを運営するうえ
で具体的に何を決めるべきかについて，重要と考
えた論点を提示した。 会場には米国で私の発表
を聞いたという中国の研究者もいた。
会合の性格に関しては，日本ラテンアメリカ学
会会報第121号に書いたので［宮地 2016］，ここで
は滞在を通じて知ることのできた各国のラテンア
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（2）ロシア
ロシアからは，米国でのジェイフェツ氏の発
表にも登場した科学アカデミ ・ーラテンアメリ
カ研究所の所長である経済学者のウラディミー
ル・ダヴィドフ（Vladimir Davydov）氏と，同研究
所国際関係部長のタチアナ・リュトヴァ（Tatiana 
Ryutova）氏が参加した。 ダヴィドフ氏は1993年
から所長職にあり，20年以上にわたり研究所を
率いている。 空港からホテルへ移動する車中や
昼食の席など，上海滞在のあいだに私が最も長く
話したのはこの2人である。
第1部のダヴィドフ氏の発表は，彼に対するイ
ンタビューに依拠しているジェイフェツ氏の発表
を超えるものではなかったが，第2部のリュトヴァ
氏の発表には新しい情報が数多くあった。 その
内容は次の通りである。
キューバ危機以後，ラテンアメリカ地域の状況
把握を行う必要性を強く感じていた政府は，1970
年代まで実に最大250名もの調査員をラテンアメ
リカ研究所に配した。 小国に対しても5名以上の
者が情報収集と分析にあたっていた。 この1970
年代が研究者の育成期にあたり，1980年代以後
にロシアのラテンアメリカ研究は成熟の時代を迎
えた。 ところが，ソ連崩壊以後アカデミーの予
算は大幅に削減されたため，ラテンアメリカ研究
所もその規模を縮小せざるを得なくなった。 現
在では非常勤の研究員も含め63名が所属してい
る。 研究者個人の生産性の点でいえば，ソ連崩
壊直後の混乱の時代は終わり，その水準は崩壊前
のレベルに回復している。 しかし，給与水準は十
分なものではなく，1970年代にみられた分厚い
研究者層に及ぶほどの後進が育っていないため，
研究業界全体としてはかつてほどの活気はなく，
世代間のバランスも悪い。
現在のラテンアメリカ研究所の役割は，学術に
とどまるものではない。 モスクワやサンクトペ
テルブルグなどラテンアメリカ研究に携わる大学
とは緊密な関係にあり，大学院生や教員に対する
指導・助言を行う一方，研究所と外務省の人的交
流も続いている。 所長のダヴィドフ氏もまた，政
府の外交顧問機関のメンバーを務めており，学術
と政治の関連は今なお密接である。
余談であるが，本稿で登場した3名を含め，こ
れまで私が話したことのあるロシア人研究者は
みなスペイン語が流暢であった。 上海大学に
向かう車中でなぜそうなのかを尋ねたところ，
リュトヴァ氏は「ロシア語の複雑さに比べれば，
スペイン語はきわめて単純でしょう」と言ってい
た。 あわせて，スペイン語教育が近年充実して
おり，その背景にアルゼンチンなどラテンアメ
リカ諸国へのロシア移民の子孫が教員となって
いることを話してくれた。 ボルヘスやコルタサ
ルの小説に「ルシート （rusito）」（スペイン語で「ロ
シア小僧」ほどの意味）が出てくるのを思い出す
とともに，そのような還流する動きがあること
は新鮮であった。
（3）中国
会合の大半は，中国の研究者による所属組織の
紹介であった。 帰国のため第2部の途中で退出し
たが，私が聞いただけでも15の組織の代表者が発
表した（1）。全体を通じ印象に残った点は3つある。
まず，大学組織が持つ歴史の深さや多様性が感
じられた。 先述のとおり，会合のホストである中
国社会科学院は同国のラテンアメリカ研究の中心
的機関である。 4000名を超える研究スタッフの
なかでラテンアメリカ研究所に属する者は現在に
至るまで60名程度であるが，これはラテンアメ
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リカ研究に特化した組織の人数としてはロシア科
学アカデミー並みに多く，その存在感は圧倒的で
ある。 しかし，大学業界にも独自の動きがある。
たとえば，社会科学院が設立された1977年よりも
前にいくつかの大学ではすでにラテンアメリカ諸
国とのつながりを有していた。 南開大学は1964
年にラテンアメリカ史教室を設け，河北師範大学
も同年にブラジル研究センターを創設している。
また，メキシコやアルゼンチンなどスペイン語圏
の学術の中心となる国とのつながりはもちろんの
こと，ポルトガル語圏（マカオ大学，河北師範大学）
や，オランダ語圏つまりスリナム（安徽大学）との
連携もある点は興味深いものであった。
第2に，スペイン語を履修する大学生の数が近
年増えていることが確認された。 会合に参加し
た2つの外国語大学である北京第二外国語大学と
天津外国語大学の教員に話を聞いたところ，いず
れもその数はこの10年のうちに倍以上に増えて
いるという。 理由を尋ねると，ラテンアメリカ
は中国にとってビジネスチャンスを広げる余地が
大きい地域であり，スペイン語を勉強しておけば
将来の就職先に困らないという認識があるからだ
という。 他大学の教員からも，ビジネスを入口
にはしているが，ラテンアメリカに関心をもつ若
者が確実に広がっているという話が聞かれた。
最後に，学術活動が政府の活動に密接にリンク
していることが伝わってきた。 このことについ
て，中国研究者の講演から繰り返し聞かれた言葉
がいくつかある。 最も印象的だったのは「シン
クタンク」であり，本来教育機関である大学が自
らのことを表現するのに用いていた。 南開大学
や天津外国語大学など複数の大学が，外交部（中
国の外務省）から研究資金を受けて，国際金融やエ
ネルギー問題など政策に直結した研究プロジェク
トを推進していた。 そして，こうしたシンクタ
ンクとしての機能を有していることが，大学の成
果として紹介されていた。 第2の言葉は「孔子学
院」である。 孔子学院は中国政府が設立した文化
普及・広報の組織である。 やはり複数の大学関係
者から，ラテンアメリカ諸国の大学と協定を結ぶ
にあたり，中国側の情報を発信する拠点として，
孔子学院が国際交流のパートナーとして重要であ
るとの話が聞かれた。最後に，「反汚職キャンペー
ン」も会合のキーワードのひとつであった。 蔓延
する汚職問題への対策を急ぐという名目で，中国政
府が公金の使用に強い制限をかけていることは日
本でもニュースで報じられているが，その影響は
ラテンアメリカ研究者にも及んでいるようであっ
た。 不正使用を防止するため，研究費の使用に要
する手続を厳格にする，不必要と判断された研究
の費用が削減されるといった措置がとられており，
予算や人員の増加をうたう発表が大半を占めるな
か，研究環境は厳しいとする意見も数名の講演者
から聞かれた。 米国の学会を欠席した楊氏と短い
時間ながら話すことができたが，彼がニューヨー
クに来られなかった理由も，反汚職キャンペーン
で海外出張の費用が支払えなくなったからとのこ
とであった。
（4）その他の国々
会合には中国，ロシアのほかに，韓国（釜山外
大），タイ（チュラロンコーン大学），オーストラ
リア（オーストラリア国立大学），ペルー（NGOであ
る「シノラタム （SinoLatam）」）からも発表があっ
た。 韓国の研究者からは，地域研究の活気は学生
における言語の人気，ひいては言語の人気を左右
するビジネスチャンスに比しているとの話を聞い
た。 現在は中国語と日本語が人気であるかたわ
ら，フランス語とドイツ語は人気を失いつつあ
り，スペイン語とポルトガル語は「まあまあの位
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置」だとのことであった。 また，オーストラリア
のラテンアメリカ地域研究に関する国際政治学者
ジョン・ミンス（John Minns）氏の話も珍しいもの
であった。 ラテンアメリカ研究に対するオース
トラリア政府の関心は薄く，研究の内容も人文学
系統が主流である。 社会科学的な関心が強く，学
術と政治とのつながりが強い中国を軸とする学術
的プラットフォームと連携することで，自国にお
けるラテンアメリカの社会科学研究の有用性を示
し，自らの分野に勢いをつけたいとの希望がミン
ス氏から聞かれた。
3 	 研究が要請に応えるということ
米国と中国の会合に参加したことで，日本を含
むアジアのラテンアメリカ研究の過去と現在の一
端を知ることができた。 このことをふまえて，日
本のラテンアメリカ研究，あるいはそこに身を置
く自分自身について，どのようなことがいえるだ
ろうか。 米国ラテンアメリカ学会におけるパス
氏のコメントにある，学術の政治性や要請に応え
ることに関連づけて考えてみた。
一般に，研究は知りたいというニーズがあるか
ら行われる。 地域研究の場合，そのニーズの主
たる源泉は企業と政府である。 企業は取引を国
外に広げるうえで，市場とそれを取り巻く社会を
理解できる人材を求める。 政府は，そのような
企業活動を支援することを国益と考えるととも
に，外交を適切に進めるうえでその地域の知識を
もつ人材を求める。 ただ，ニーズの強さは国や
時代に応じて大きな開きがある。 そして，政府
と地域研究の密接な関係は，当該地域が強く国益
にかかわる場合に成立する。 冷戦期に米国と覇
権を争い，世界的な戦略を立案することが急務で
あったソ連や，ポスト冷戦の時代に世界の主導権
を握らんとしている現在の中国がまさにその例で
あることは，先述のとおりである。
このような性格をもつ中国とソ連のラテンアメ
リカ研究に対して，私が抱いた感想は複雑なもの
である。 政府が人や資金を動員する規模の大き
さは驚くべきものであるが，同時にある種の窮屈
さも覚えた。 そして，日本のラテンアメリカ研究
の現状には，それとは裏返しの状況があるように
感じられた。
日本は米中ソと比肩する大国ではなく，また
日本にとってのラテンアメリカ地域の重要性は
ヨーロッパやアジアに比べれば小さい。 米国で
の私の発表で示したとおり，専門家の知見が外
交上の意思決定に必要不可欠ということは少な
く，ラテンアメリカ諸国が日本の貿易に占める割
合が1950年代から長期的に低落傾向にあるよう
に［Miyachi 2016, 7］，経済面での相対的な位置も
高まってはいない。 この現状をふまえれば，日本
のラテンアメリカ研究が著しく国策化してしまう
ことはまずない。 ロシアや中国に比べて市民社
会が享受できる自由の度合いが高いことも相まっ
て，日本のラテンアメリカ地域研究は自由である。
そして，これとまったく同じ理由から，研究の
意義をわかりやすく提示することが難しいという
こともできる。 ソ連や中国で主流のラテンアメ
リカ研究は，政府の要請という至極明確な意義が
ある。 戦前にさかのぼれば，日本のラテンアメリ
カ研究もまた実学的で，日本のための研究とする
志向が強かったが，現在の学界はそうした志向に
はもはや縛られていない。 それゆえに，全体的に
みて，研究が何の役に立つのかが説明しにくい。
では，日本のラテンアメリカ研究は学者たちの
無用な道楽ということになるのだろうか。 ここ
で考え直したいのは，研究が役に立つということ
の意味である。 私は，過去に発表した地域研究
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に関する論考で，地域研究を実用性の観点から定
義することはできないと書いたことがある。 い
わゆる地域研究論に類する書籍や論文には，地域
研究を「社会的課題に直結した開発途上国の現代
社会研究」とする定義が散見されるが，課題が何
であるかは立場や時代に応じて変わり得るので，
研究内容を特定することができない［宮地 2012. 
382］。 いい換えれば，将来にいかなる要請が生じ
るかは予測できないので，どのような研究であっ
ても将来の課題に結びつく可能性がある。
研究はひとたび発表されれば，影響がないよう
にみえるものであっても，将来の人々の思考や行
動を導く可能性をもつ。 私が出会ったとある学
生は，南米農村部の貧困に関する日本語のモノグ
ラフを読み，国際NGOでインターンを始めること
を決意した。 そのモノグラフはおそらく，記述
対象となった人々の暮らしを変えることも，日本
の援助政策を変えることもなかったであろうが，
確かにその人の行動を変えたのである。「将来の
人々」には政府関係者も含まれる。 政府との連携
を好意的に考える人からすれば「学術が政策を改
善する」ことも，権力嫌いの人の言葉遣いをする
なら「学術が政治に利用される」ことも，研究を
発表した本人が好むと好まざるとにかかわらず，
あり得ることである。
さて，昨今の日本の学術に関する議論は，「社
会的要請」や「能力向上」を前面に出す文部科学
省の国立大学改革プランをはじめ［文部科学省 
2015］，役に立つことをめぐって展開されている。
日本社会全体に余裕がない状況にあっては致し方
ないことなのかもしれないが，学術のニーズが政
府から提示されている点にはやはり狭苦しさを感
じてしまう。 現時点で顕在化したニーズに縛ら
れない多様な研究があるということは学術とし
ての豊かさの表れであり，国内外を問わず将来の
人々の思考を喚起する薄く広い知的投資であると
考えられないだろうか。
そして，自戒を込めていえば，自由であるから
こそ，それを享受する研究者は創造的な仕事を
しなければいけない。 研究内容が既知の情報な
らば，知識という名の樹木に新しい枝葉を付け加
えていないことになる。 日本のラテンアメリカ
研究に引きつけて考えれば，欧米およびラテンア
メリカ諸国の権威的な研究者に寄りかかることな
く，どの言語で発表しても新しくて面白い研究を
生み出し続ける義務がある。
結びにかえて
国立国会図書館東京本館には「図書第一別室」
と呼ばれる部屋がある。 取扱いに注意を要する
資料を閲覧する場所で，往来の多い新館の閲覧・
複写のスペースを離れ，ひっそりとした階段を上
がるとその入口が見つかる。 米国での発表に向
けて準備にあたっていた某日，私は『ラテンアメ
リカ研究者名鑑』を閲覧しにそこを訪ねた。
このタイトルに覚えのある読者の方もいらっ
しゃるだろう。 日本ラテンアメリカ学会の初代
理事長である増田義郎氏ほか22名が「ラテンアメ
リカ地域研究の問題点」という題目で1982年度に
科学研究費を得て，日本のラテンアメリカ研究者
の実態調査が行われた。1983年1月よりアンケー
ト用紙が配布され，274枚の回答があり，名鑑は
そのデータを列挙したものである。 増田氏が記
した序文には「ラテンアメリカ研究を進めて行く
ための諸問題」を考えるにあたり，日本のラテン
アメリカ研究者の全体像を把握する必要があると
したうえで，「これは完全無欠な名鑑ではなく，将
来増補訂正されていくべき基礎資料である」と述
べられている［増田 1983］。
実態調査から30年以上が過ぎ，研究の蓄積と専
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門化が進んだ現在，日本のラテンアメリカ研究の
全体像を振り返ることは難しくなった。 かつて
はアジア経済研究所やラテンアメリカ協会など
が定期的に研究成果のレビューを行ってきたが，
2000年頃を境に，研究が多様になったことを理由
に中止された。 また，すでに述べたように，各
ディシプリンのなかで個々の研究者が取り組むべ
き課題も明確にあることから，そのような振り返
りをする暇も必要もないといえそうである。
私は，日本のラテンアメリカ研究の全体像を考
える意義はいまだ失われていないと考えている。
日本でラテンアメリカが研究された動機や，いか
なる関心からラテンアメリカへのまなざしが向け
られていたかを考えるうえで，参照すべき資料は
非常に多いことがわかったからである。 米国で
の発表までに手をつけられなかった資料はとくに
戦前期について多く，インタビューできた方の数
も十分ではない。 ラテンアメリカの研究が本業
である以上，この問いに取り組むことは副業とな
らざるを得ないが，できる範囲で少しずつ進めて
みたいと思っている。
注
⑴ 研究所が3組織（中国社会科学研究所，中国現代国
際研究所，上海国際問題研究所），大学が12組織（安
徽，外交学院，河北師範，上海，浙江，中国人民，中
山，天津外国語，南開，北京師範，北京第二外国語，
マカオ）。
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